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答申案の概要を示します。（作成：武松） 

■背景と経緯 

 小田原市教育委員会では、児童生徒数の減少や学

校施設の老朽化、多様化する学びのニーズなど、学

校を取り巻く環境の大きな変化に対応するため、

「新しい学校づくり推進事業」を進めています。こ

の取組は、2020年12月に策定した「小田原市学校

施設中長期整備計画」を踏まえ、10年後を見据えた

学校の姿や施設整備、学校配置の方向性を具体化す

るものです。なお、近年の建設事業費の高騰は、施

設整備や学校配置の計画策定に大きな影響を与えて

います。  

 このうち「新しい学校づくり推進基本計画」につ

いては、学識経験者、地域住民、保護者、学校関係

者などで構成する小田原市新しい学校づくり検討委

員会において審議が行われました。2025年6月30

日に教育委員会から諮問し、検討委員会での協議を

経て、2026年3月30日に答申が教育長へ提出され

ました。 
 

■基本計画の概要 

 基本計画では、未来を担う子供たち一人ひとりの

学びと育ちを支える教育環境を実現するため、地域

ごとの学校配置の将来像を示しています。本市が大

切にする教育の柱は、多様な人との関わりの中で、

自分や他者を認め合い、幸せな社会を共に創ってい

く力である「社会力」を育むことです。新しい学校

は、この「社会力」を育てる「みんなの学びの場」

として位置付けられています。 

具体的な取り組み 

 単に建物を新しくするだけでなく、時代に合った

形へ再設計します。 

・小中一貫教育の導入 ・学校規模の適正化 

・学校と地域が連携して子供たちを支える体制づく 

 り 

・未来の学びにふさわしい学校施設の整備 

学校配置案の検討 

 市内を4つの地域（中央・片浦、富水・桜井、川

９６,７６２円 
情報公開の第一歩 政治資金を見えるようにします。 

印刷代(月刊武松用紙代)      １８,３５４円 

交通費(駐車場、燃料代)        １１,９２９円 

通信費(折込代、携帯電話代)      ６６,４７９円   

支出計 26/6/1～26/6/30           ９６,７６２円 
 

収入 政務活動費           ６５,０００円 

６月の支出(図書､備品、慶弔、飲食除く) 

新しい学校づくり推進基本計画  

答申 小学校２５校・中学校１１校を 小中一貫校１２校へ 

東、橘）に分け、12箇所24校の配置案を検討しま

した。検討にあたっては、適切な学校規模の確保、

災害ハザードの解消、小中一貫教育の導入、通学距

離・時間、通学区域と自治会区域との整合などを前

提条件としています。 

財政面への効果（見込み） 

 すべて維持する場合（36校） 

  改築や長寿命化改修に約２５８７億円 

 小中一貫へ整備する場合（12校） 

  24年間の施設整備費は約１１４６億円 
※学校施設の集約により固定費を抑え、その余力を教育の質 

の向上へ再配分することを目指します。 

 今後は、答申の内容を踏まえながら、子供たちに

とってより良い教育環境を実現するとともに、地域

にとっても身近で開かれた学校となるよう、丁寧に

検討を進めていきます。学校づくりが将来の小田原

を支える重要な取り組みであることをご理解いただ

きたいと思います。 
 

■スケジュール 

事業の周知・計画の取りまとめ 

 2026年6月〜11月 

  基本計画の成案化に向けた検討 

 2026年8月〜11月 

  市民等への説明を実施 

 2026年12月：成案化 

 2027年2月〜3月：シンポジウム開催 

 2027年3月〜4月：パブコメ募集 

 2027年5月：計画決定 
 

庁内検討 ※検討内容は裏面に掲載 

 2026年6月：庁内検討組織立ち上げ 

 2026年6月〜11月 

  基本的な方針の庁内検討 
 

小中一貫方針 

 2026年6月〜11月 

  骨子案の作成と調整 

 2027年3月〜4月：パブコメ募集   
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庁内検討体制と学校配置案 
■庁内検討体制について  

 答申を受け、学校配置の見直しに伴い、跡地活用

をはじめ、避難所や地域  コミュニティ機能の方向

性等も含めた検討・調整が必要となるため、庁内検

討組織を立ち上げる。  

【構 成】８部15課（現時点見込み）  

【主な検討事項】  

・市総合計画との整合  

・中長期的な財政フレームの整理 ・跡地活用  

  

■お知らせ■ 
７月の議会報告会  新しい学校づくり推進基本計画(答申)について 

７月２５日(土)  18:00～19:50 UMECO会議室９ 会費：無料 

 

      公式HP               X(twitter）           facebook              新しい学校づくり  

    月刊武松ﾊﾞｯｸﾅﾝﾊﾞｰ他      防災･感染症情報                          日々の情報など                     推進基本計画(答申) 

・公共施設の管理運営 

・地域コミュニティ機能等の整理  

・避難所機能等の整理 ・社会教育開放  

・建物の環境配慮 ・再編地域のまちづくり  

・周辺のインフラ整備等との調整  

・整備手法 ・通学路整備   など 
 

■学校配置案の概要 

 表１に答申で示された新しい学校の設置個所と学

区の考え方を示します。表には、設置場所、再編後

の学区、整備予定期間と整備方法をまとめていま

す。  

表１ 新しい学校の設置個所と学区の考え方 


